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（地Ⅲ１４４）

平成１４年１０月１７日

都道府県医師会

　　　感染症危機管理担当理事  殿

日本医師会感染症危機管理対策室長  

雪　下　　國　雄

我が国に不法に持ち込まれる犬の対策等の徹底について

　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、外国船による我が国への不法な犬の持ち込み事例が報告されており、我が

国への狂犬病の侵入防止についての対策を強化する必要があることから、今般、

「我が国に不法に持ち込まれる犬の対策等に係る取扱要領について」を取りまとめ

たとして、厚生労働省健康局結核感染症課長より、各都道府県、政令市、特別区衛

生主管部（局）長 殿宛に通知が出され、小職に対しても狂犬病予防対策の徹底に

ついて協力方依頼がありました。

　本要領は、我が国に不法に持ち込まれる犬等の取扱いについて、国、地方自治

体、港湾関係者等の一致した理解を得ることにより、十分な連携を保ち、狂犬病等

の侵入防止に万全を図ることを目的として作成されたものであります。特に、不法

上陸犬等による咬傷事故への対応については、咬傷被害者に対して、不法上陸犬に

よる咬傷被害者への治療について（別紙３）を参考にして、速やかに適切な治療が

受けられるよう対応することとされております。

　つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただき、より一層

の狂犬病予防対策の徹底について協力いただきますよう貴会管下医療機関等への周

知方よろしくお願い申し上げます。

　なお、「狂犬病対応ガイドライン２００１」を参考までに同封いたします。



健感発第 号0927001

平成１４年９月２７日

社団法人 日本医師会

感染症危機管理対策室長 殿

厚生労働省健康局結核感染症課長

我が国に不法に持ち込まれる犬の対策等の徹底について

昨今、外国船による我が国への不法な犬の持ち込み事例が報告されており、我が国へ

の狂犬病の侵入防止についての対策を強化する必要があることから、狂犬病予防法を所

管する厚生労働省と動物検疫業務を所管する農林水産省において、その対策についての

協議を行ってきたところであります。

今般、その協議結果を踏まえ、別紙の「我が国に不法に持ち込まれる犬の対策等に係

」 、 、 （ ）る取扱要領について を取りまとめ 各都道府県 政令市及び特別区の衛生主管部 局

長あて通知いたしました。

つきましては、本件について御了知いただくとともに、貴会会員への周知等を含め、

特段の御協力をお願いいたします。



健感発第 号0927001

平成１４年９月２７日

都道府県

各 政 令 市 衛生主管部（局）長 殿

特 別 区

厚生労働省健康局結核感染症課長

我が国に不法に持ち込まれる犬の対策等の徹底について

昨今、外国船による我が国への不法な犬の持ち込み事例が報告されており、我が国へ

の狂犬病の侵入防止についての対策を強化する必要があることから、狂犬病予防法を所

管する厚生労働省と動物検疫業務を所管する農林水産省において、その対策についての

協議を行ってきたところであります。今般、その協議結果を踏まえ、別紙の「我が国に

不法に持ち込まれる犬の対策等に係る取扱要領について」を取りまとめましたので、本

取扱要領に基づき、狂犬病予防対策の徹底をお願いします。

また、狂犬病予防対策の実施にあたっては 「狂犬病予防法に基づく犬の登録等の徹底、

について （平成１４年６月１１日付け厚生労働省健康局結核感染症課長通知 「狂犬」 ）、

病対応ガイドライン２００１ （平成１３年１０月２５日付け厚生労働省結核感染症課事」

務連絡）等を参考に、より一層の徹底を図るようお願いします。

なお、本件については、別添写しのとおり関係機関に対し、協力を依頼していること

を申し添えます。



（別紙 ）1

我が国に不法に持ち込まれる犬の対策等に係る取扱要領について

厚生労働省健康局結核感染症課

農林水産省生産局畜産部衛生課

１ 趣旨

本要領については、我が国に不法に持ち込まれる犬（以下「不法上陸犬」という ）。

等の取扱いについて、国、地方自治体、港湾関係者等の一致した理解を得ることによ

り、十分な連携を保ち、狂犬病等の侵入防止に万全を図るために資するものとする。

２ 狂犬病予防法の事務と役割について

狂犬病予防法（昭和２５年８月２６日法律第２４７号。以下「法」という ）に基。

づく諸事務は、以下のとおり、法第７条の輸出入検疫に関する事務を除き厚生労働省

が所管し、輸出入検疫に関する事務は、農林水産省の所管となっている。

ア 厚生労働省及び地方自治体

（ 、 ）狂犬病の発生予防及びまん延防止のため国内の犬の管理 登録 注射及び抑留

等の徹底を図る（通常時の国内の犬の管理については地方自治体の自治事務、狂

犬病発生時の措置については法定受託事務 。）

イ 農林水産省（動物検疫所）

我が国への狂犬病侵入防止のため、法第７条第２項の規定に基づき定められた

犬等の輸出入検疫規則（平成１１年１０月１日付け農林水産省令第６８号。以下

「検疫規則」という ）により、犬等の輸出入検疫を実施する。。

また、我が国への伝染性疾病侵入防止のため、家畜伝染病予防法（昭和２６年

５月３１日法律第１６６号。以下「家伝法」という ）に基づき、犬の輸入検疫。

を実施する。

３ 不法上陸犬に関する具体的対応について

（１）不法上陸犬の発生防止のための啓発について

輸出入検疫（法第７条、家伝法第４０条 、検疫規則に基づく検疫信号（検疫）

規則第６条、家伝法第３９条 、搬出禁止（検疫規則第７条、家伝法第３９条））

等について改めて周知徹底を図る必要があることから 農林水産省動物検疫所 以、 （

下「動物検疫所」という ）が準備する外国語によるパンフレットを外国船員等。

が容易に入手できるところでの配布、又は外国語による立て看板を外国船員等が



容易に目に触れるところへの設置に各関係機関は協力する。

（２）不法上陸犬が疑われた場合等の対応

ア 不法上陸犬の抑留・検疫等の実施

これまでの事例から、不法上陸犬は、海外の漁船等が持ち込む例が確認されて

いることから、港湾地域において、法第６条の規定に基づく犬の抑留等を適切に

。 、実施することが重要である 不法上陸犬であると疑われる犬が徘徊していた場合

各都道府県、政令市、特別区（以下「都道府県等」という ）は緊急的措置とし。

て、当該犬の捕獲を実施する。当該犬の取扱については他の狂犬病感受性動物と

の接触がないよう注意する。

不法上陸犬が発見され当該犬の所有者等が確認された場合には、都道府県等は

、 、所有者等に対し 動物検疫所の指示なしに犬等を上陸させることは法違反であり

我が国に輸入する際には法第７条の規定に基づく輸入検疫を受ける必要がある旨

を指導するとともに、輸入意思を確認する。

輸入意思がある場合、その旨を都道府県等の担当課を通じて該当区域を管轄す

る動物検疫所（別紙 参照）に通知し、輸入意思がない場合には、上記パンフレ2

ットを手交する等により、陸揚げしないよう指導する。なお、犬を輸入できる港

（以下「指定港」という ）は家伝法第３８条の規定により制限されていること。

から、当該犬の所有者等により輸入意志が確認された場合においても、不法上陸

犬が確認された港が指定港ではない場合は、都道府県等は所有者等に対し上記パ

ンフレットを手交する等により、輸入できないことを指導する。

なお、不法上陸犬は家伝法に抵触する可能性があるとともに、法第７条の規定

に抵触することから、都道府県等の狂犬病予防担当課は、不法上陸犬を発見した

場合は、犬等の所有者名、搭載船舶名等の関連情報を確認するとともに、その情

、 （ 「 」 。）報を動物検疫所 厚生労働省健康局結核感染症課 以下 結核感染症課 という

に通知し、必要に応じ、警察等の関係機関へ通報する。通知を受けた動物検疫所

は農林水産省生産局畜産部衛生課（以下「衛生課」という ）へ情報を提供する。。

農林水産省は提供された情報に基づき、必要に応じ、該当外国政府機関に申し

入れ等を行う。

イ 不法上陸犬等による咬傷事故への対応

不法上陸犬又は不法上陸犬であると疑われる犬による咬傷事故が発生した場合

には、保健所等は直ちに当該犬の抑留を行うとともに、観察を実施し、所有者に

対しては観察終了予定日以降引取に来るか所有権を放棄するよう指示する。咬傷

被害者に対しては、速やかに適切な治療（別紙 参照）が受けられるよう対応す3

る。なお、各地域における狂犬病ワクチン接種実施可能機関については、厚生労



働 省 検 疫 所 の ホ ー ム ペ ー ジ 「 海 外 渡 航 者 の た め の 感 染 症 情 報 （」

）の「予防接種機関」のページを参考とすること。http://www.forth.go.jp/

加えて、都道府県等の担当課は、動物検疫所、結核感染症課に通知し、必要に

応じ、地元警察等の関係機関へ通報する。通知を受けた動物検疫所は衛生課へ情

報を提供する。結核感染症課は都道府県等の担当課に対し必要な技術的助言を行

う。

ウ その他

不法上陸犬とは趣旨を異にするものの、仮に、輸入検疫中の犬等が国内で盗難

に遭う、あるいは逃亡する等の事故が生じた場合には、農林水産省は、必要に応

じ各関係機関へ協力要請することから、要請を受けた都道府県等の関係機関は当

該犬等の発見と捕獲に努め、狂犬病侵入防止に万全を図る。

（３）港湾地域における国内の犬の管理の徹底

万が一、不法上陸犬により狂犬病が侵入した場合のまん延防止の観点から、地方

自治体（都道府県等、保健所、市町村等）は、特に港湾地域における国内犬の管理

（登録、予防注射、未登録犬等の抑留）の徹底を図る。

地方自治体は、地域港湾関係者等との連携のもと、これらの措置を実施する。ま

た、地元住民への犬の登録・注射の徹底、不法上陸犬発見時の通報の励行、飼犬の

放し飼い防止を目的とした条例等の徹底を指導する。

（４）港湾地域における地域連携体制の整備

上記（１ （２）及び（３）の対策を円滑かつ効率的に推進するため、犬を搭載）、

する外国船の入港の頻度が高い各海港を管轄する地域において、地方自治体、動物

検疫所、地元警察、船舶・港湾関係者、地方獣医師会等からなる地域連絡協議会等

を設置するなど、地域連携体制の整備に努める。

なお、動物検疫所は、地域連絡協議会等に参画するなど、地域関係者との連携を

図り、また、厚生労働省は、地域連絡協議会等への技術的助言等を行い、もって、

不法上陸犬の対応に万全を期する。



（別　紙　２）

農林水産省生産局畜産部衛生課　

電話番号 到着予定港の区域

動物検疫所 (045)751-5921 栃木県、群馬県、埼玉県、神奈川県、山梨県

北海道出張所 (0123)24-6080 北海道

仙台空港出張所 (022)383-2302 青森県、秋田県、山形県、岩手県、宮城県、福島県

新潟空港出張所 (025)275-4565 新潟県

東京出張所 (03)3529-3021 東京都（東京国際空港を除く。）、千葉県（千葉港に限る。）

清水出張所 (0543)53-5086 静岡県

成田支所 (0476)34-2342 茨城県、千葉県（千葉港を除く。）

東京空港出張所 (03)5756-4860 東京都（東京国際空港に限る。）

名古屋支所 (052)651-0334 長野県、岐阜県、愛知県（名古屋空港を除く。）、三重県

小松出張所 (0761)24-1407 富山県、石川県、福井県

名古屋空港出張所 (0568)28-3054 愛知県（名古屋空港に限る。）

神戸支所 (078)222-8990 京都府、滋賀県、兵庫県

大阪出張所 (06)6575-3466 大阪府（関西国際空港を除く。）、奈良県、和歌山県

岡山空港出張所 (086)294-4737 岡山県、鳥取県、島根県

広島空港出張所 (0848)86-8118 広島県

関西空港支所 (0724)55-1955 大阪府（関西国際空港に限る。）

小松島出張所 (08853)2-2422 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

門司支所 (093)321-1116 山口県、福岡県（北九州及び筑豊家畜保健衛生所の管轄区域のうち、福岡空港を除いた区域。）、大分県

博多出張所 (092)603-0267 佐賀県、福岡県（中央、両筑及び筑後家畜保健衛生所の管轄区域のうち、福岡空港を除いた区域。）

福岡空港出張所 (092)477-0080 福岡県（福岡空港に限る。）、熊本県

長崎空港出張所 (0957)54-4505 長崎県

鹿児島空港出張所 (0995)43-9061 宮崎県、鹿児島県

沖縄支所 (098)861-4370 沖縄県（那覇空港を除く。）

那覇空港出張所 (098)857-4468 沖縄県（那覇空港に限る。）

犬等の到着予定港を管轄する動物検疫所の区域について

関西空港支所

門司支所

沖縄支所

担当する動物検疫所

動物検疫所

成田支所

名古屋支所

神戸支所



福岡県における動物検疫所の管轄市町村について
門司支所の管轄市町村 北九州家畜保健衛生所 北九州市 博多出張所の管轄市町村 中央家畜保健衛生所 福岡市

行橋市 （福岡空港を除く） 筑紫野市
豊前市 春日市
中間市 大野城市
芦屋町 宗像市
水巻町 太宰府市
岡垣町 前原市
遠賀町 那珂川町
苅田町 宇美町
犀川町 篠栗町
勝山町 志免町
豊津町 須恵町
椎田町 新宮町
吉富町 古賀町
築城町 久山町
新吉富村 粕屋町
大平村 福間町

筑豊家畜保健衛生所 直方市 津屋崎町
飯塚市 玄海町
田川市 大島村
山田市 二丈町
小竹町 志摩町
鞍手町 両築家畜保健衛生所 久留米市
宮田町 甘木市
若宮町 小郡市
桂川町 杷木町
稲築町 朝倉町
碓井町 三輪町
嘉穂町 夜須町
筑穂町 小石原村
穂波町 宝珠山村
庄内町 吉井町
頴田町 田主丸町
香春町 浮羽町
添田町 北野町
金田町 大刀洗町
糸田町 筑後家畜保健衛生所 大牟田市
川崎町 柳川市
赤池町 八女市
方城町 筑後市
大任町 大川市
赤村 城島町

大木町
三潴町
黒木町
上陽町
立花町
広川町
矢部村
星野村
瀬高町
大和町
三橋町
山川町
高田町



（別紙３） 
 

不法上陸犬による咬傷被害者への治療について 

 
厚生労働省健康局結核感染症課  

 
○不法上陸犬に咬まれた人への対応 
狂犬病の特徴（参考参照）と近隣のアジア諸国をはじめとする諸外国が狂犬病発生国で
あることを踏まえ、不法上陸犬に咬まれた人への対応は、狂犬病ウイルスによる感染症を
想定して狂犬病ワクチン接種による暴露後発病予防を中心に以下の方法に従って行うこと
が望ましい。 
①ただちに傷口を流水と石鹸で十分に洗浄する。 
②70 ％エタノールまたはポビドンヨード液で消毒する。 
③組織培養不活化狂犬病ワクチンを初回接種日を 0 日として、0 、3 、7 、14 、30 日の

5 回注射する。場合により 90 日に 6 回目の注射をする。 
  ただし、犬の観察経過等の結果から、狂犬病ウイルスの感染が否定された場合にあ
っては途中で接種を中止することも可能 
  
なお、各地域における狂犬病ワクチン接種実施可能機関については、厚生労働省検疫所
のホームページ「海外渡航者のための感染症情報」（ http://www.forth.go.jp/ ）の「予防
接種機関」を参照されたい。 
④咬傷の処置と 2次感染予防を行い、破傷風トキソイドを投与する。 
 
狂犬病の診断・治療に関する問い合わせ先： 
国立感染症研究所ウイルス第１部 倉根一郎部長（Tel 03-5285-1111） 

 
 
（参考）狂犬病の特徴 
狂犬病は狂犬病ウイルスの感染によって引き起こされる致死的な人獣共通感染症であり、
下記のような特徴がある。 
①有効な治療法がないため、発病すればほぼ 100 ％死亡する 
②狂犬病患者の大半では潜伏期が 1 ～3 カ月と長い 
③ほとんどすべての哺乳動物が罹患する 
④地域によって狂犬病感染源動物が異なる 
⑤発病する前に狂犬病ウイルス感染の有無を知る手段がない 
現在でも狂犬病ウイルスに有効な薬剤はなく、狂犬病発生国では狂犬病動物に咬まれた
場合の対応として、ただちに狂犬病ワクチン接種等を始めて、潜伏期間中に免疫を獲得さ
せる狂犬病暴露後発病予防が行われている。 

 
出典：狂犬病対応ガイドライン２００１ 
（平成 13年 10月 25日 厚生労働省健康局結核感染症課事務連絡） 
  URL： http://www.forth.go.jp/mhlw/animal/page_b/b04.html  
（上記ホームページ「関係法規集」よりダウンロード可能） 
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